




茅ヶ崎市立小学校における重大事態の調査報告書（答申）について                                       茅ヶ崎市教育委員会                        ≪所見が提出されない場合≫      ≪所見が提出された場合≫                                                                                                                     

市いじめ防止対策調査会（臨時会） 
第１回～第３１回 

調査報告書完成（平成３０年２月５日） 
調査会会長より教育長へ答申 
（平成３０年２月１３日） 

調査会会長・副会長より当該保護者へ報告及び概要・経過の説明 
（平成３０年２月１３日） 

※答申に対して当該保護者の所見を添付することができる旨を伝えた。 
（所見については当該保護者が事務局【学校教育指導課】へ提出することを依頼） 

事務局【学校教育指導課】より、当該保護者から

の所見を添付し、市長へ調査報告書を提出 事務局【学校教育指導課】より

市長へ調査報告書を提出 
市長が、市長部局による再調査の必要性について判断 

再調査を実施しない いじめ問題再調査会（市長部局）による

再調査を実施する 

いじめ問題再調査会の 
再調査結果を公表 

いじめ防止対策調査会の 
調査結果を公表 いじめ防止対策調査会の 

調査結果を公表 

資料１ 



 

 

第１０ 地方公共団体の長等による再調査 

（再調査を行う必要があると考えられる場合） 

○ 例えば、以下に掲げる場合は、学校の設置者又は学校による重大事態の調査が不十 

分である可能性があるため、地方公共団体の長等は、再調査の実施について検討する 

こと。 

①調査等により、調査時には知り得なかった新しい重要な事実が判明した場合又は新 

しい重要な事実が判明したものの十分な調査が尽くされていない場合 

②事前に被害児童生徒・保護者と確認した調査事項について、十分な調査が尽くされ 

ていない場合 

③学校の設置者及び学校の対応について十分な調査が尽くされていない場合 

④調査委員の人選の公平性・中立性について疑義がある場合 

※だだし、上記①～④の場合に、学校の設置者又は学校による重大事態の調査（当初 

の調査）の主体において、追加調査や構成員を変更した上での調査を行うことも考 

えられる。 

（地方公共団体の長等に対する所見の提出）【再掲】 

○ 調査結果を地方公共団体の長等に報告する際、被害児童生徒・保護者は、調査結果 

に係る所見をまとめた文書を、当該報告に添えることができる。学校の設置者及び学 

校は、このことを、予め被害児童生徒・保護者に対して伝えること。 

（再調査の実施） 

○ 地方公共団体の長等は、再調査を行うこととした場合、上記第１から第８までの事 

項に沿って、調査を進めること。 

○ 公立学校について再調査を実施した場合、地方公共団体の長は、その結果を議会に 

報告しなければならない（法第30条第3項）。議会へ報告する内容については、個々の 

事案の内容に応じ、各地方公共団体において適切に設定されることとなるが、個人の 

プライバシーに対しては必要な配慮を確保することが求められる。 

 

 

文部科学省「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」より抜粋 
参考 



茅ヶ崎市立小学校におけるいじめの重大事態に係る対応の流れ 
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当該児童 当該児童保護者 学校 教育委員会 

 

 

 

 

4/18～欠席 

 

 

 

 

 

6/2欠席 30日 

 

3/20 学校へいじめの訴

え 

 

 

4/25 嘆願書提出 

5/1 市長宛て文書提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10/25 教育長宛て文書 

提出（第三者委員会

（以下「調査会」）設

置の嘆願書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1/10 調査会に向けての

資料を市教育委員

会に提出 

 

 

 

 

 

3/1 当該児童保護者よ

り市長へ答申書に

ついての所見提出 

 

3/20  いじめの認知 

    市教委へ報告 

4/13 聞き取り内容について当該

児童保護者へ報告 

4/25 嘆願書により PTSD把握 

 

 

5/24 当該児童保護者との面談①

で関係児童への聞き取り内容

及び指導内容を報告 

7/22当該児童保護者との面談②で

関係児童への聞き取り内容及

び指導内容を報告 

 

9/1 いじめ対策委員会で当該児童

保護者の意向を市教委と共有 

9/23 いじめ対策委員会で市教委

による担任への聞き取りに

同席 

⇒聞き取り内容について当該児 

童保護者へ報告 

10/17 市教委から関係児童保護者

への説明に同席 

 

 

 

 

10/28～ 担任が病気療養のた   

     め休職に入る 

11/1・11/2 市教委の関係児童保護

者との面談に同席 

 

 

 

 

 

3/30   担任が復職 

 

 

９月～ 当該児童の登校再開に向

けた学校による担任への

聞き取り調査 

 

⇒当該児童保護者へ報告 

2/2教職員に対する措置 

 

 

3/22 いじめの認知 

 

 

 

 

5/2 当該保護者からの市長宛て

文書にて PTSD把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

9/1 いじめ対策委員会に課長・

指導主事が参加 

9/23担任への聞き取り 

 

 

 

 

10/17 市教委から関係児童保護

者への説明 

 

10/27 調査会の立ち上げについ

て市長へ報告 

 

 

 

11/1・11/2 学校とともに関係児

童保護者との面談 

11/2 当該児童保護者へ調査会立

ち上げの報告 

11/9 第１回臨時会開催 

   教育長から調査会へ諮問 

＊以後、月に２回開催 

 

 

・当該児童及び当該児童保護者 

への聞き取り 

(H29.2.13～H29.4.17) 

・関係者への聞き取り 

(H29.5.29～H29.8.23) 

 

2/2教職員に対する措置 

2/5 第 31回調査会臨時会にて答

申書の完成 

2/13  教育長へ答申 

2/13  当該児童保護者へ報告 

 

3/1  教育長が当該児童保護者

と市長の面談に同席 

 

資料２ 



 

 

教職員の（懲戒）処分と措置について 

 

１ 懲戒処分…県教育委員会が市教育委員会の内申をまって実施する 

「法的根拠」 

【地方教育行政の組織及び運営に関する法律第38条】 

…都道府県委員会は、市町村委員会の内申をまつて、県費負担教職員の任免その他の進退を行うも

のとする。 

     

【地方公務員法第29条】 

…教職員に①法令違反 ②服務義務違反又は職務怠慢 ③全体の奉仕者たるにふさわしくな  

い非行があった場合に【懲戒処分】として【戒告】【減給】【停職】【免職】の処分をす   

ることができる  
免 職 職員の身分を失う。 

 

停 職 期間は１日以上６月以下。その間は職務に従事させず、いかなる給与も支給されない。 

  

減 給 ６月以下の期間、給料(教職調整額を含む。)の月額の 10 分の１以下に相当する額を給与から

減額する。 

 

戒 告 職員の服務義務違反の責任を確認するとともに、その将来を戒めるもの。 

  
２ 人事上の措置…市教育委員会が実施する。 
  「法的根拠」 
 【地方教育行政の組織及び運営に関する法律43条】 

…市町村委員会は、県費負担教職員の服務を監督する。  
措置の種類：【文書訓告】【口頭訓告】【厳重注意】…法律によるものではない。  

資料 ３ 



市職員の（懲戒）処分と措置について 

 

 

１ 懲戒処分  「法的根拠」 

地方公務員法第 29条 

①法令違反②服務義務違反又は職務怠慢③全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合に、懲戒

処分として戒告、減給、停職又は免職の処分をすることができる。 

免 職 職員の身分を失う。 

 

停 職 期間は１日以上６月以下。その間は職務に従事させず、いかなる給与も支給されない。 

 

減 給 ６月以下の期間、給料の月額の 10分の 1以下に相当する額を給与から減額する。 

 

戒 告 職員の服務義務違反の責任を確認するとともに、その将来を戒めるもの。 

    

 

２ 人事上の措置 

・文書訓告、口頭訓告、厳重注意など 

…地方公務員法に基づく懲戒処分に至らない非違行為について、指導・監督上の措置として行う。 

 

資料４ 


